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は　じ　め　に

　平成 30年 7月豪雨により，広島県では河川の氾濫によ

る浸水害や土砂災害が県内広域に多発し甚大な被害を受け

た．この豪雨災害時に広島県統括保健師は「保健師チーム

統括班」（以下，統括班）を県庁内に設置し，県内保健師と

県外 33自治体からの応援保健師チームの受け入れと活動

の総合調整，および DPAT＊1や看護師，薬剤師，リハビリ

職などの職種ごとに構成された各保健医療チーム間の連携

体制など受援体制整備を行った．

　今回，統括班の活動および保健師活動の評価から，多職

種連携と受援体制づくりの強化方策およびその推進に不可

欠な保健師人材育成について，県統括保健師の立場で報告
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　平成30年 7月豪雨災害において，広島県統括保健師は「保健師チーム統括班」を県庁

内に設置し，県内保健師と県外33自治体からの応援保健師チームの受け入れと活動の総

合調整，およびDPATや看護師，薬剤師，リハビリ職などの職種ごとに構成された各保健

医療チーム間の連携体制づくりを行った．これらの活動のなかでも，（ⅰ）避難所日報様式

を統一し，（ⅱ）避難所日報の情報をもって各チームの統括者などが参加する保健医療連

携会議を開催したことは，各チーム間および避難所や被災市町との情報共有と活動調整を

スムーズにするうえで不可欠であった．また，（ⅲ）県保健所は県と市町間の連絡調整を

図り，市町保健師をサポートするため，リエゾンとして保健師を市町の活動拠点に派遣し

た．リエゾン保健師は，被災市町で行う市町保健医療連携会議や支援者ミーティングの運

営支援，県外応援保健師の活動調整など，特に市町の統括的立場の保健師への助言や支援

を行った．このリエゾン保健師の配置は県保健所および市町保健師の双方から効果的だっ

たとの評価を得た．応急対策期の活動後には，県保健所保健師へのヒアリング，県と市町

保健師合同の活動報告会を開催し，次の災害に備えた県統括保健師の取り組むべき課題

を明確化した．現在は，取り組み課題のうち，リエゾン保健師の配置や保健医療連携会議

などについて明記した初動マニュアルの作成と，避難所日報を統一様式にする活動マニュ

アルの改訂を完了する一方，災害時の保健活動を担える保健師の力量形成をめざして日常

業務の実践や研修などを通じて保健師人材育成を進めている．
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する．なお，統括保健師とは，保健師の保健活動を組織横

断的に総合調整および推進し，技術的および専門的側面か

ら指導する役割を担う保健師で，都道府県および市町村に

おいて配置が推奨されている．

　なお，本稿に関し広島県保健所保健課長会議にて内容を

精査し，公表については所属長の承認を得た．

Ⅰ．保健医療チームの活動状況

　災害発生直後の 7月 6日からDMAT＊2が活動を開始し，

翌 7日から DPATが活動を開始した．その他，保健師，看

護師，薬剤師，栄養士，リハビリ職など多くの保健医療

チームが活動を展開した（図 1）．

　保健師チームについては，7月 9日から，広島県保健師

が市町の保健師とともに活動を開始し，7月 12日から県外

保健師チームが加わった．県外保健師チームの応援は 8月

31日までと決め，その後は，地元保健師のみで 9月末まで

活動した．

　県外保健師チームの活動チーム数は，7月上旬から中旬

の活動開始当初は 10～16チームであり，この時点では避

難所活動が中心であった．7月下旬の発災 2～3週目から被

災地域での家庭訪問ニーズが増大したことから，さらなる

派遣要請を行い，8月上旬には最大で 24チームが活動し

た．これらの被災地での活動を支えるため全国各地の 33

自治体から 34チームの応援を受けた（図 2）．

Ⅱ．統括班の設置と活動

1．	統括班の設置

　発災の翌日から，県庁の県統括保健師のもとには，被災地

域の現状把握，県外保健師チームの受け入れ，県内保健師間

の応援調整のほか，各保健医療チームからの避難所状況に

関する問い合わせや避難所や市町保健師への情報発信の依

頼などが次々と寄せられ，対応が追いつかない状況に陥っ

た．当時，県統括保健師の配属部署には他の保健師の配置は

なく初動の数日を県統括保健師 1名で業務を担っていた．

　この状況を解消するため，県庁内他部署の保健師など 2

名と受援経験のある A県保健師チームの応援を受け，7月

11日（発災 5日目）に県庁内に統括班を設置した．統括班

では役割の明確化を図り，応援者の交代時に引継ぎを実施

するなど，効率的で応援者の交代に対応できる体制構築を

めざした（図 3）．

特集　服多・他：平成 30年 7月豪雨災害における広島県保健師チーム統括班の活動から

2）医療救護班

1）DMAT

10/730241699/219128/531 311587/6チーム 22
災害現場

8/31避難所活動

①保健師 7/9 9/30避難所活動・戸別訪問

3）災害時公衆衛生チーム

②看護師（災害支援ナース） 7/12 8/31避難所活動

③薬剤師 7/11 8/31避難所活動

④口腔ケア 7/12 8/31

8/31

避難所活動

⑤栄養士 7/16 避難所活動

⑥リハビリ 7/13 9/149/14避難所活動

⑦介護・福祉 7/13 8/31戸別訪問・避難所活動

4）日本医師会災害医療チーム
　　感染症対策チーム 7/13 8/288/28避難所活動

5）DPAT 7/7 8/31避難所活動
災害現場

6）こども支援チーム 避難所活動・支援者対象の研修会

7/67/6 7/107/10

7/10

7/137/137/13 10/7

図 1　保健医療活動：各保健医療チームの活動期間
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2．	統括班の活動

1） 避難所日報様式の統一

　既存の『広島県災害時公衆衛生活動マニュアル』にあっ

た避難所日報様式では，有症状者など，避難者の健康状況

や保健医療チームの要請ニーズに関する情報が十分得られ

ないことが課題とわかり，7月 12日（発災 6日目）の県外

保健師の活動開始と同時に，日報様式を変更するととも

に，県全体の情報集約と還元を可能とする避難所日報様式

の県内統一を図った．

2） 保健医療連携会議の開催

　7月 13日（発災 7日目）からは，毎朝 9時に避難所日報

を資料にして，各保健医療チームの統括者などが参加する

保健医療連携会議（以下，連携会議）を県庁で開催した．

連携会議の開催により，各保健医療チーム間の横の連携が

進むとともに，各チームが市町活動拠点や避難所に派遣

ニーズを直接確認する必要が少なくなり，対応する市町側

の負担が大きく軽減した．

　連携会議の開催以外にも，毎日，避難所の有症状者数を
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図 2　県外応援保健師チーム数の推移

・避難所日報集計，保健所・市町への還元
・県外保健師チームの名簿，連絡先整理
・保健医療連携会議出席，助言
　※会議終了後，資料一式を関係課，チーム，
　　保健所に還元
・県統括保健師への助言（相談相手）など

A県保健師チーム
（7/11～8/22）

（保健師2～5人＋ロジ1人）

・保健医療連携会議資料作成，出席
・各保健所の活動状況把握
・県統括保健師のサポート
・保健活動全体の経過記録作成
・活動に伴う事務作業　など

班員（2人）
（7/12～9/7）

（中堅保健師＋若手保健師など）

県統括保健師（1人）

・保健所統括保健師などへの連絡・相談
・県外応援保健師派遣調整
・県内保健師応援調整
・災害対策本部 健康福祉部 班長会議出席　など

図 3　県庁保健師統括班の体制
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地域別に集計し，県保健所や市町活動拠点へ還元すること

により，避難所情報の共有を図った（図 4）．

　一方，被災市町では避難所や市町活動拠点において現地

支援者ミーティングが開催されるようになり，各保健医療

チーム・応援保健師・市町保健師などの間の活動調整がス

ムーズになっていった．

3） リエゾン保健師の配置

　県保健所には保健所保健師と厚生労働省に派遣調整を依

頼した県外保健師チームが所属し，市町活動拠点や避難所

に出向いて活動した．市町には，市町保健師と県や厚生労

働省の調整を経由しない，県内外から直接応援の保健師

チームがあった（図 5）．

　県保健所はさまざまな立場の保健師の活動を調整し，県

と市町間の連絡調整を図り，市町保健師をサポートするた

め，リエゾンとして保健師を市町の活動拠点に派遣した．

リエゾン保健師は，被災市町で行う市町保健医療連携会議

や支援者ミーティングの運営支援，県外応援保健師の活動

調整など，特に市町の統括的立場の保健師への助言や支援

を行った．

Ⅲ．保健師活動の評価

　保健師活動の評価を行うため，応急対策期の活動後に，

県保健所保健師へのヒアリングと県保健師と市町保健師合

同の活動報告会を開催した．

1．	県保健所保健師ヒアリング

　12月（発災 5ヵ月後）から翌 1月（発災 6ヵ月後）にか

けて県保健所保健師のヒアリングを行い，意見を保健所の

初動体制，市町支援，受援体制づくりの3項目に分類した．

1） 県保健所の初動体制についての意見

・ 交通遮断で職員が出勤できなかった．最寄りの保健所な

どに出勤する柔軟な体制が今後必要．

・ 所長などによる保健所全体の災害モードへの切り替え宣

言があればよかった．

・ 初動のチェックリストや支援のポイントを確認できる

ツールがあるとよい．

特集　服多・他：平成 30 年 7 月豪雨災害における広島県保健師チーム統括班の活動から

①リハビリチーム
②栄養士チーム
③口腔ケアチーム
④薬剤師チーム
⑤看護師チーム
⑥医療救護チーム
⑦災害派遣精神医療
　チーム（DPAT）
⑧こども支援チーム
⑨日本医師会災害医療チーム
　感染症対策チーム
⑩保健師チーム

多職種チーム

避難所
（保健師チーム，看護師チームが

避難所日報を作成）

（県保健師チーム統括班が
　 避難所日報の集計・資料化）

県 庁

市町活動拠点

還元

活動

共有・協議
※避難所の環境・有症状者など
　の共有と協議

報告

保健所

還元報告

還元報告

保健医療連携会議

図 4　避難所情報の共有のしくみ

県 市町

市町統括保健師
市町保健師

県リエゾン
保健師

直接応援の
県内外

保健師チーム

厚労省調整の
県外

保健師チーム

保健所保健師 連絡・
調整

被災者保健活動の
最前線で活動する
のは市町保健師

県リエゾン保健師
は，市町統括

保健師をサポート

図 5　保健師チームの活動体制
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2） 市町支援についての意見

・ 初動時に市町統括保健師を支援する保健師を派遣する必

要がある．

・ リエゾン保健師の配置が活動調整に有効だった．必要な

市町へ確実に配置できるとよかった．

・ 新任期・中堅期・管理期保健師を 3人 1組として担当市

町を支援できるとよかった．

・ 普段から市町と協働し，関係を築いておくことが大切だ

と思った．

3） 受援体制づくりについての意見

・ 多職種チームの活動調整，連携会議の開催などについ

て，平時から市町と合同で訓練しておく必要を感じた．

・ 避難所日報や各種活動記録の様式を統一しておき，平時

に書き方の周知と練習をしておく必要がある．

・ リエゾン保健師や避難所ですぐに活動ができる保健師の

育成が必要．

・ 市町地域防災計画のなかに保健師活動に関する記載がな

く，市町の組織内で保健師活動の必要性が認知されにく

かったため，市町へ明文化を働きかける必要がある．

2．	保健師活動報告会

　2019（平成 31）年 1月（発災 6ヵ月後）に，県保健師

と市町保健師合同の保健師活動報告会を開催した．この報

告会の意見交換において，市町保健師から次の意見があっ

た．

・ 事前に多職種団体に応援を要請できることや各団体の活

動内容を知っておかないと，災害時に活用できないと感

じた．

・ 外部から来た支援者が最大限に活動できる体制を平時に

検討しておく必要があった．

・ 多職種で状況を共有し協議する場が重要．全体会議，日

常会議が大切だった．

・ リエゾン保健師が市町へ入る体制を作ってもらいたい．

・ 県保健師には，連携会議の立ち上げを支援してほしい．

・ あらかじめ地区概要や地域の保健医療福祉の情報をまと

めておくとよい．

・ 応援保健師には，「○○しませんか」「○○してもいいで

すか」と提案してもらいよかった．

・ 災害時の統括保健師や保健師の役割を明らかにしておき，

平時から危機管理の担当課へ伝えておく必要があった．

Ⅳ．次の災害に備えての取り組み課題

　県保健所保健師ヒアリングや保健師活動報告会の評価か

ら，次の災害に備えて，県統括保健師が取り組むべき課題

を次の 5項目に整理3,4）した．

（ⅰ） 災害時に統括班を編成できる組織体制を平時から準

備しておくこと．

（ⅱ） 県内外のすべての保健師チームおよび保健医療チー

ムで，避難所の状況を共有し評価できる避難所日報

様式を定め周知しておくこと．

（ⅲ） 保健所の災害モードへの切り替え，リエゾン保健師

の配置，初動時のチェックリスト，保健医療連携会議

の設置に関する初動マニュアルを作成すること．

（ⅳ） 市町へ常駐しリエゾン機能が発揮できる県保健師を

育成すること．

（ⅴ） 避難所ですぐに活動できる保健師を育成すること．

　特に（ⅳ）と（ⅴ）の保健師の人材育成については，普

段からの県と市町保健師の協働や，日常業務を通じての指

導と実践が重要と考えた．

Ⅴ．現在の取り組み状況

　上記の取り組み課題のうち，（ⅰ）災害時に統括班を編

成できる組織体制については，翌年度から県統括保健師の

配置部署が複数の保健師が所属している部署へ変更され，

災害時に複数の保健師で活動できる体制となった．その新

体制下で，活動マニュアルの改訂（避難所日報様式の統

一，初動マニュアルの作成）と，保健師人材育成に取り組

んでいる．

1．	活動マニュアルの改訂

　広島県においては，平成 30年 7月豪雨災害前から，『広

島県災害時公衆衛生活動マニュアル』1）に基づき県内外へ

の災害時の応援活動を行ってきた．しかし，この既存マ

ニュアルには，保健所の体制づくり，初動の活動，リエゾ

ン保健師による市町支援，保健医療連携会議の設置などの

記載が不十分であったため，既存マニュアルを補完する形

で『災害時公衆衛生活動初動マニュアル』2）を，2020（令

和 2）年 4月に作成した．併せて，避難所日報様式を全国

的に使用されている様式に統一するなどの既存マニュアル

の改訂を行った．
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　これらの動きと並行して，市町村地域防災計画のなかに

保健師の活動を明記する市町が増加した．

2．	保健師人材育成

　災害時の保健活動を担える人材育成を図るため，次の力

量形成・活動を目標に定め，研修会の開催や業務実践によ

る技術の向上を図っている．

・ 災害時の情報収集，公衆衛生の課題抽出のためのアセス

メントを行い，ニーズを明確化し，解決方法を考える力

をつける．

・ リエゾン保健師として活動できる力をつける．

・ 避難所ですぐに活動できる力をつける．

・ 県保健師と市町保健師の平時からの関係づくりを行う．

・ 新たなマニュアルを活用し，受援に関する合同訓練を実

施する．

お　わ　り　に

　災害時公衆衛生活動および復旧・復興にあたり，多くの

ご支援をいただいたこと，また今回活動を報告する貴重な

機会をいただいたことに感謝申し上げる．災害時活動は日

常業務の延長線上にあり，多職種連携や県と市町の連携，

保健師の力量形成などは，すべてが実践の積み重ねである

ことを深く実感した．今後も日々の保健活動に丁寧に取り

組み，災害時活動の体制整備と人材育成に努力していきた

い．

　なお，本論文に関連して開示すべき利益相反はない．

　注
＊1　 DPAT（Disaster Psychiatric Assistance Team）とは，自然災害や
航空機・列車事故，犯罪事件などの集団災害の後，被災地域に入
り，精神科医療および精神保健活動の支援を行う専門的なチーム
（DPAT事務局ホームページから引用）．
＊2　 DMAT（Disaster Medical Assistance Team）とは，医師，看護師，
業務調整員で構成され，大規模災害や多傷病者が発生した事故な
どの現場に，急性期から活動できる機動性をもった，専門的な訓練
を受けた医療チーム（DMAT事務局ホームページから引用）．
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Activities of the Hiroshima Prefecture Public Health Nurse Team
Controlling Group in the July 2018 Heavy rain Disaster：

Interprofessional Collaboration and Receiving Support

Misako FUKUDA, Toki YAMASHITA, Chiaki TOUKUBO

Hiroshima Prefectural Office, Health and Welfare Bureau

　　During the July 2018 heavy rain disaster, supervisory public health nurses of the Hiroshi-

ma prefecture formed the“Public Health Nurse Team Controlling Group”in the prefectural 

office for acceptance of public health nurse teams in the Hiroshima prefecture and supporting 

public health nurse teams from 33 local governments outside the Hiroshima prefecture, general 

coordination of their activities, and establishment of a collaboration system among the disaster 

psychiatric assistance team and profession‒specific teams consisting of different public health 

and medical professionals, such as nurses, pharmacists, and rehabilitation staff.

　　Of these activities,（1）unification of evacuation center daily report formats and（2）
public health‒medical care collaboration meetings in which team leaders with information of 

evacuation center daily reports participated, were essential for smooth information sharing and 

activity coordination among different teams and with evacuation centers and affected munici-

palities.

　　In addition,（3）prefectural public health centers sent public health nurses to municipal 

activity bases as liaisons to facilitate communication/coordination between the prefecture and 

the municipalities and support the municipal public health nurses. The liaison public health 

nurses provided municipal public health nurses who were playing a supervisory role with 

advice and support, such as operation support for municipal public health‒medical care collab-

oration meetings and supporter meetings held in the affected municipalities and coordination of 

activities of supporting public health nurses from other prefectures. Both, the prefectural public 

health centers and municipal public health nurses, appraised the placement of liaison public 

health nurses as effective.

　　After the activities during the emergency restoration period, we conducted a hearing sur-

vey of public health nurses of prefectural public health centers and held a joint activity debrief-

ing session by prefectural and municipal public health nurses to clarify issues to be addressed 

by supervisory public health nurses of the prefecture to be prepared for future disaster. Among 

the issues to be addressed, we have already completed the preparation of the initial response 

manual stating the placement of liaison public health nurses and public health‒medical care 

collaboration meetings and the revision of the activity manual to establish the unified format of 

evacuation center daily reports. Currently, we are working on the human resource development 
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to train public health nurses capable of leading health activities during disasters through prac-

tice of daily duties and training courses.
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